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１．研究計画の概要 

本研究は，残留農薬を規制するために 2006
年に日本が導入した「ポジティブリスト制
度」が国内外の食品関連産業に与えたインパ
クトを多角的に分析・評価するものである。
具体的には，日本，中国，アメリカ，EU(ア
イルランド)における関係者（生産・流通・政
府）への現地聞き取り調査と，消費者アンケ
ートから構成されており，4 年間を計画して
いる。ここで得られる知見は，今後，我が国
で安全な食品を消費者に安定的に供給する
ための政策策定場面などにおいて，重要な基
礎的データとなることが期待される。 

 
２．研究の進捗状況 

具体的な進捗内容（文献・データ整理を除
く）としては，①中国での関連組織および農
家への聞取り調査，②日本での農家調査の実
施の 2 つである。まず前者（①）であるが，
冷凍餃子事件など，相次ぐ事件・問題を発生
させ，我が国に食品安全性ブームを巻き起こ
した中国産農産物の生産現場（山東省壽光
市）に聞き取り調査に行った結果，果菜類な
どの施設野菜において規模拡大や生産技術
の近代化が急速に進んでいるものの，安全性
確保という面では生産者意識はまだ不十分
であることが明らかとなった。また，行政機
関に対する視察も行ったが，日本など外部の
出荷先に対する体裁をとりあえず整えてい
る段階で，信頼のおけるシステムの確立には
まだ時間を要する状況であることが明らか
になった。次に，後者（②）であるが，わが
国の農家は新制度（ポジティブリスト制度）
を比較的冷静に受け止めていることが分か
った。また農薬使用の基準遵守や記録を新制
度の施行を機に始めた農家も多く，国産農産

物の安全性を更に高める良い機会となって
いた。しかしながら，データの提出を取引先
から求められている農家が多いことなども
明らかとなり，消費者よりもむしろ流通業者
の過剰反応が農家への負担という観点から
懸念される状況であることが明らかになっ
た。以上が 3 年間の研究の主な進捗状況であ
るが，これ以外にも，過去に実施したアメリ
カとアイルランドの消費者に対する食品安
全性に関する調査のデータを改めて計量分
析するなど，最終年度に向けた準備も行った。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している 
 予算や時間の制約もあり，流通関連業者に
対する調査は当初計画に対して十分とはい
えないレベルであるが，各国の消費者や生産
者，政府関係者への調査は順調に進んでおり，
最終年度では体系的な報告ができると考え
ている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 2011年3月に発生した東関東大震災に関連
して，中国産野菜が安全性の検査を簡易化し
て緊急輸入された。それに対する消費者意識
などを現在収集しており，その計量分析の結
果を最終年度となる本年度に作成する報告
書に盛り込む予定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
〔雑誌論文〕（計 1 件） 
栗原伸一・丸山敦史・霜浦森平(2010）：ポジ
ティブリスト制度がわが国農業に与えた影
響 ―決定木を用いた対応農家の属性分析
と意識による分類―，農業経営研究，第 45
巻第 2 号，pp.24-34，査読有． 
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